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翻　訳
スペインにおける若年者雇用
フランシスコ・ビラ・ティエルノ＊
岡 部 史 信 訳
1．スペインおよび欧州連合の立法者の動機づけとしての若者の失業
　この作品₁）の根拠となっているひとつの問題、それは、まさにその重要性のゆ
えに、現下の雇用政策を特徴づけているあらゆる関心事や課題の中の中心的な位置
を占めるものである。そして、若者の失業は、特にスペインのようにその解決を模
索するサービスを提供するための様々な資源が不足している国では、そうした次元
に達している。この文脈から、労働法において、スペインの若者が雇用に関連した
生活の中で直面する社会的悲劇（drama social）に対抗する戦略を展開させるための
対策が講じられている2）。
　しかし、このような関心事は新しい話題というわけではない。欧州連合では、こ
の問題に関するスペインの法規の中にかなり前から主要な3つの要素、すなわち、
雇用、教育訓練、若者が常に取り上げられるという方針に注目が集まっていた。こ
の3つの要素は、今日展開されている作業においても「指針」として役立つであろ
う。なぜなら、欧州連合の政策に端を発するこれらの変数に着目することなくし
て、国レベルにおける今日までのこの分野に関する立法政策を理解することは困難
だからである。
　もっとも、これらに着目することだけは2つの領域（すなわち、厳密に言えば上記
の労働法（Derecho del Trabajo）とより特殊な雇用法（Derecho del Empleo））、換言すれ
ば、具体的な雇用促進対策の中に若者を参加させる手段を位置づけるという点では
十分とはいえない。
　若者を参加させる手段を実現するには、二重の現実、すなわち、一方で具体的な
集団を対象とした雇用政策（積極的行動）、他方で法的および経済的インセンティブ
の区別に着目することが重要である。なぜなら、例えば労働契約（雇用へのアクセ
スの容易さ）または若者の就労資格（就労し得る可能性の向上）の領域の中に法改正で
導入される対策としては、経済的性格の利点を伴うものだけが実効的であり、特に
契約を締結することが企業に利益を生み出すようにすることが重要である（例えば、
割戻金、社会保障費の割引、財政上のインセンティブ）3）。
　これが意味することは、労働法と雇用法の間で相互作用が生じるということであ
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る。もしくは、このことは伝統的に法的なインセンティブと経済的なインセンティ
ブとして区別されてきたことを表している。この意味において、モリーナ・ナバレ
ーテ（Molina Navarrete）教授が指摘しているように、労働法と雇用法の間の伝統的関
係の実質的な変化がどの時点で生み出されたのかを決定するための重要な指標とし
て、「1997年」が取り上げられるべきであろう4）。そのような変化が生じる前の初期
段階においては数々の法規制の焦点がもっぱら国内に合わせられていたとすれば、
その次の段階はまさにルクセンブルクで1997年に開催された欧州臨時サミットであ
り、このときに共通戦略目標をもつ加盟国すべての雇用政策を接近させることで、
法規制の焦点が欧州連合レベルでの範囲に合わせられることになったのである。
　さらに、雇用に関する共同体指令全体の変遷状況を総点検してみれば、若者の参
加に向けられた特別な手段を見出すことができる。この中で特に重要とされるの
は、若者集団の就労し得る可能性を向上させる方策としての「教育訓練」である。
　このように断言し得る理由は、統計が示すところによれば、失業指標が大きい集
団が特に就労資格の乏しい若者に現れているからである5）。この意味において、
「就労資格」に関しては、教育訓練を受ける機会が少ないほど失業指数が高くなる
という逆方向の方程式が生み出されている。もっとも、スペインの周辺諸国におい
て継続的に観察されるこうした現実は、スペインでは大量の非熟練労働力を必要と
した生産を基盤として支えられてきた経済拡張期と一致していたために（例えば、
話し言葉の用語として「レンガ産業（la industria del ladrillo）」と称されている）、必ずし
もそれが絶対的なモデルとは評価されなかった6）。しかしながら、そのモデルに対
する環境等の変化を余儀なくされたとき、スペインでも他の先進国と同様、異なる
経済モデルを発展させるための十分に教育訓練を受けた人員が緊急に必要とされる
ことが認識されたのである。
　この意味において、「雇用─訓練」手段ないしプログラムが強調されなければな
らず、特に教育訓練を内容とする労働契約とともに、そうした若者の雇用へのアク
セスを容易にするための法の改正または契約の適合が重要となる。また同時に重要
なことは、そうした手段を通じて、すなわち、労働契約の性格を有する手段を通じ
て、教育訓練や経済的インセンティブを可能にすることである。
　では、次節ではそうした手段の展開について分析する。
2．出発点：欧州連合の若年者雇用政策
2． 1．一般的要素
　雇用に関しては、アムステルダムでの原則的な先例（条約）が重要であり、この
条約が雇用に関する法規制の土台を形成している7）。この条約に基づきリスボンに
おいて2000年に、完全雇用を指向する特別目標を掲げた欧州雇用戦略（EEE：
Estrategia Europea para el Empleo）のための最終的なパラメーターが提案された。
この目標の達成には、共同体の社会モデルの変更を伴う欧州経済の転換が必要であ
った8）。
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　しかしながら、リスボン戦略の開始から5年後に、欧州委員会はこの期間中に得
られた雇用に関する結果を総括し、欧州経済が成長、生産性、雇用に関して予想さ
れた成果に到達できなかったことから、その結果にかなりの不満をあらわにした。
このため欧州委員会は、2010年まで様々な手法を通じてリスボン戦略の成長と雇用
に関する優先性を再活性化することを決定した9）。
　最後に、2010年3月3日の欧州委員会コミュニケーション「欧州2020：知的、持続
可能、包括的な成長戦略（Europa 2020：Una estrategia para un crecimiento inteligente, 
sostenible e integrador）」を通じて、欧州委員会は、欧州における雇用、生産性、社会
的結合を支援するための新たな政策戦略「欧州2020（Europa 2020）」を構想した。こ
の文脈において、遅くとも2020年までに達成すべき、例えば20─64歳人口での75％
の就業率の達成といった一連の目標を提案しており、さらに加盟国において欧州連
合の範囲で適用されなければならない7つの象徴的イニシアティブを提示してい
る。このイニシアティブの中には、「若者の移動促進（Juventud en Movimiento）」が
ある。これは、特に教育制度の効率、ノンフォーマルとインフォーマルの学習、学
生および研究者の移動、さらに雇用市場への若者の参入を改善することを可能にす
るものである。
2． 2．若年者雇用に関する特別手段
　2010年9月15日に欧州議会、欧州理事会、欧州経済社会委員会、地域委員会に対
して欧州委員会が発表した「若者の移動促進」イニシアティブの概略は、欧州連合
の知的、持続可能、包括的な成長を達成するための若者の可能性を促進させること
を指向した「活動（actuación）」である。このイニシアティブは、知識、調査、イノ
ベーションに基づく強固な欧州経済の確立と関連した活動の第一段階に若者を置く
ことを目的としている。このイニシアティブは、4つの主要な観点に基づいている。
　1）生涯にわたる学習。目標は中途学業放棄を10％に引き下げること。質の高い
「研修」や「実習」を通じての職業訓練は、若者が労働市場の要求に適合し得るた
めに不可欠であり、それによって労働市場の中でより適切に統合され得る。ノンフ
ォーマルとインフォーマルの学習（フォーマルな教育制度から外れた学習）の承認と有
効化は、特に最も不利な状況に置かれている若者の学習への再編入を容易にする。
　2）高等教育。知識基盤経済の目標を達成するために不可欠である。このため
に、この目標をより効果的に達成し得る部門を近代化することが必要である。ま
た、欧州2020が掲げる高等教育またはそれと同等程度の資格を有する若者の割合を
40％に引き上げるという目標を達成するために不可欠である。
　3）教育訓練における移動。こうした移動によって、若者が新たな職業能力を獲
得することを可能にし、これにより将来における雇用の可能性を広げることができ
る。
　4）若年の雇用。欧州2020が掲げる20─64歳までの一般就業率を75％まで引き上
げるという目標を達成するために、若者の高い失業水準を引き下げることが最も重
要なことである。他方で若者には、教育から仕事への移行において労働市場の積極
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的措置または社会的な手段を通じての一層の支援が必要である。事業主が就業した
経験のない者（principiantes）と契約を締結し得るためのインセンティブを伴う措置
を採用しなければならないであろう。訓練や教育の課程における若者の再編入を容
易にするため、または労働市場参加のために、危機の状況の中で若者に特別な注意
が払われなければならない。欧州委員会は、教育機関に所属しておらず、また就労
もしていない若者の状況に関する組織的な追跡調査を実施することを約束してい
る。自営業や経営者の精神は、若者の失業を引き下げまた社会的排除に対抗するた
めの有益な機会となる。
　 他 方、 欧 州 委 員 会 が 発 表 し た「 若 者 機 会 イ ニ シ ア テ ィ ブ（Iniciativa de 
Oportunidades para la Juventud）」10）は、欧州連合における若者の現在の労働状況を
明らかにし、そしてこの集団の失業率の上昇に対抗するための解決案を提示するも
のである。すなわち、欧州委員会は、若者の失業、無資格での中途学業放棄、適切
な能力だけでなく就労経験の欠如、失業期間に続く不安定雇用、限定的な教育訓練
の機会、不十分かつ不適切な労働市場の積極プログラムに影響を及ぼす様々な要因
を特定した。こうした特定を通じて、加盟各国に対して国内政策とその成果の検証
を提案し、また中途学業放棄の引き下げ（14％から2020年に10％）、労働市場の必要
性に関する研究の適合、教育訓練を伴う最初の雇用経験を容易にすること（研修お
よび実習のための契約を発展させることが必要）、さらに若者の労働市場アクセスを容
易にし、そして最初の雇用を獲得することを追及する一連の目標を具体化させるよ
うに求めている 11）。
　この方針に沿って、そしてこの同じ意味でのやり方で、欧州連合の様々な要請に
よって作成された文書のリストを見ることができる。「若者保証（Garantía Juvenil）」
（2013年2月28日）の制定に関する欧州理事会の勧告についての雇用社会政策理事会
の政策協定を参照する。これは、25歳までのすべての若者が適切な雇用の提供、継
続的な教育、失業した後またはフォーマルの教育訓練を受講した後で4か月間の訓
練または実習の適切な提供を目的としている。25歳までのすべての若者が仕事、教
育訓練、実習期間のどれでもない状態で4か月以上過ごすことがないことを保証す
るものである。この保証は、2014年から適用される。このすべてが適用されること
については、欧州連合も明確に承認している。すなわち、若者の失業対策は欧州
2020戦略における優先課題とされているのである 12）。
3．スペイン国内での欧州指令の継続
　前節までの「本文」と「注」において分析した欧州連合の各種活動によって特徴
づけられる方針に沿って、スペインでもこの問題に関する施策が展開されている。
スペインで発表された最も新しくかつ説得力があり、さらに欧州連合の文書の時期
に近いものは、2013年雇用政策年間計画（Plan Anual de Políticas de Empleo 2013）13）
である。
　この雇用計画は、スペインが欧州連合加盟国として直接的また迅速に実行しなけ
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ればならない義務から派生するものである。すなわち、その計画の中には、「スペ
イ ン2013年 改 革 国 家 プ ロ グ ラ ム に 関 す る 欧 州 理 事 会2013年5月29日 勧 告
（Recomendación del 29 de mayo de 2013 del Consejo de la UE relativa al Programa 
Nacional de Reforma de 2013 de España）において、2012─2016年スペイン安定化プロ
グラム（Programa de Estabilidad de España para 2012─2016）に関する欧州理事会報告
（COM (2013) 359 final-29 . 5 . 2013）が発せられ、その第4節の中に、スペインに『遅く
とも2013年7月までに2013年雇用年間計画が可決される』ことを勧告する。」との
文言が明示されている。
　もっとも、雇用を目的する各種手段の立案や構想は、スペイン（および欧州連合）
の経済政策と断絶して理解し得るものではなく、政府の経済回復と雇用創出を指向
する意図を通じての広範な改革計画と連動した戦略の制定が肯定されることにな
る。スペインでは、したがって、常に2012年労働改革で着手された新たな労働関係
の枠組みから出発する。 
　他方、労働市場の機能の基盤にはスペイン労働立法の特徴である柔軟化措置があ
るとはいえ、これだけでは雇用を生み出すために十分であるとはいえない。こうし
た柔軟化措置を通じて、特に雇用へのアクセスに特別な困難がある具体的な集団に
対する「就労参加能力（la capacidad de inserción profesional）」を効果的に高める各
種対策を講じることが必要である。この具体的な集団に中に、周知のように、看過
できない失業レベルに達している若者の集団がある。この状況に対抗するために、
5段階の活動計画 14）が提案されており、特に教育訓練およびインセンティブに関
して特筆することができる。
　1）教育訓練を通じての労働参加の促進。このやり方においては、新たな教育訓
練および研修契約に特別な配慮がなされる。またこれは、職業訓練の質および支援
という二重の意味における過程を伴う、2013─2016年に展開される新たな戦略を想
定するものである。
　2）2013─2016年若者企業家精神雇用戦略（Estrategia de Emprendimiento y 
Empleo Jóven 2013─2016）の開始。この戦略の目的には、他者または自己の責任の
下での雇用を促進し、また様々な社会的対話を実施する過程における結果として、
若者の失業を引き下げるための措置を刺激することが掲げられている。同様に、欧
州委員会の勧告に応じ、また欧州理事会の勧告（2013年4月22日の若者保証）の目的
を適合させている。ここでは特に2つ、すなわち、「若者の就労可能性の向上およ
び促進の支援」、「雇用のための職業訓練の質の向上」を強調しておきたい 15）。この
ような目的から、企業家に対する支援および成長と雇用創出の刺激のための対策に
関する政令（2013年2月22日政令第4号）（R.D. 4／2013, de 22 de febrero, de medidas de 
apoyo al emprendedor y de estímulo al crecimiento y de la creación de empleo）が制定さ
れ、その後この政令が同一の名称でより精密に内容を整理した法律（2013年7月26
日法律第11号）に代えられ、この法律を通じて上記の2013─2016年戦略が展開されて
いることは何ら不思議なことではない 16）。この戦略は、今日、若者の雇用促進に関
する根拠規範とされている。こうした手段を通じて、欧州各国を対象とする指令に
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従いつつ 17）、また年間計画において、特に若者の労働参加を促進させるために、教
育訓練と経済的インセンティブ（社会保障分担分でのメリット）18）が強調されている。
　要するに、2012年労働改革から約1年後に、政令第4号と法律第11号が可決さ
れ、これらの法令の中に、教育訓練に関する2種類の対策、すなわち、教育訓練契
約の修正および特定の教育訓練的性格の契約に対するインセンティブの創設が明記
されたのである。
　では、次節ではそうした内容について少し詳しく述べることにする。
3． 1 ．「代替的な訓練」に関する若干の説明 19）
　スペインで2012年に実施された労働改革においても、訓練と雇用を結びつけよう
としたことに対して大きな反響があった。すなわち、この問題に関して、労働市場
改革のための緊急措置に関する法律（2012年7月6日法律第3号）（Ley 3／2012, de 6 de 
julio, de medidas urgentes para la reforma del mercado laboral）を通じて取り入れられた
修正は、2つのグループに分けることができる。ひとつは一般的な職業訓練に関す
るもの、もうひとつは特に研修および実習のための契約に着目したものである 20）。
Ａ）職業訓練
　職業訓練に関しての新たな原則は以下のとおりである。
　1）労働者憲章法（Estatuto de los Trabajadores）4条2項 b 号では、仕事で必要
な職業訓練を受ける権利が労働者の基本的および個人的な権利として認められてお
り、これには「労働ポストの変更に対する調整」が含まれている。
　2）この基本的または一般的な権利は、労働者憲章法23条1項 d 号の中に具体
的な範囲が示されている。教育訓練に関する権利に要する費用は企業側の責任とさ
れ、またその実現には実態に応じた配慮が必要とされている。同様に、労働者の就
労可能性とその企業の必要性に対する継続的な適合（例えば、雇用の安定性を強化す
るメカニズム）を確保するために、当該企業において勤続年数が最低1年ある労働
者には仕事のための職業訓練を年20時間有給で受ける権利が明記されている。この
教育訓練は、企業の活動に結びついたものでなければならない。すなわち、職業訓
練を受けることがすべて正当化されるのではなく、正当とされるのは唯一企業の活
動と直接関係したものである。この職業訓練は1─5年間までの分をまとめて受け
ることも可能である。
　3）職業訓練の権利と直接関係している条文には、さらに労働者憲章法52条 b
号がある。この条文は、客観的原因による契約の解約に関するものであり、労働者
との契約を解約する前に、労働ポストにおいて生じた変更に対して労働者の適合を
容易にするための教育訓練を提供することを企業主に義務づけている。この義務を
履行する前の契約の解約は「正当」とはみなされない。
　4）最後に、こうした職業訓練に関する特筆すべき新たなことは、労働者がその
経歴に応じて受けた職業訓練が、例えば社会保障の加入や公共雇用サービスの利用
においても考慮されるということである（雇用に関する法律（2003年12月16日法律第56
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号）（Ley 56／2003, de 16 de diciembre, de Empleo）26条10項）。
　他方、労働改革を別にしても、若者が教育制度の中でまたは企業自体のイニシア
ティブによって、企業や事業場において訓練を受け得るということはすでに伝統的
なものである（この他に、仕事のない労働者に向けられたものもある（2008年3月7日命
令第718号））。こうした訓練は原則的には労働関係で規律されるものではなく、これ
に関しては奨学金を通じて経済的補償が行われる 21）。奨学金と労働契約の区別に関
して、判例は、そうした行為から生ずる支配的な利益に着目している（その関係が
訓練または直接的な生産を意図した性格のものか）。すなわち、a）受給者が企業での実
習からむしろ訓練的な利益を得ている場合には労働関係ではなく、b）企業がその
関係から主要な利益を得るならば労働関係である（つまり、受給者が生産的な労働を
展開していると推定される）。もっとも、この点についての最大の問題点は、こうし
た活動に対する十分な統制がなされていないことである。このことは大学で適用し
得る分野においても同様の現象が見られる 22）。近時、こうした「代替的な訓練
（formación en alternancia）」の選択は、いくつかの理由から特に重要視されている。
その主要な理由として、第一に、「若者保証」に関してスペインが欧州連合に約束
した内容を履行することになるからである。第二に、雇用創出が困難な中で、若者
に労働分野での最初の経験を容易に積ますことができる代替メカニズムとなるから
である。第三に、労働市場に若者を適合させる極めて適切な手段として役立ち、学
校から仕事への移行を容易にし得るからである。
Ｂ）教育訓練契約
　スペインの法令上では、2つの教育訓練契約が存在している。ひとつは訓練・研
修契約（contrato para la formación y el aprendizaje）、もうひとつは有資格者実習契約
（contrato en prácticas）と称されている。前者は教育訓練自体を欠いている労働者
（したがって、理論と実践の修得を目的とする）のための契約であるのに対して、後者
は（大学、職業訓練施設またはそれに相当する機関等で）すでに資格を取得している者
が締結し得るものである。有資格者がその資格によっても容易に仕事を見つけるこ
とができない場合には、前者の契約を締結することも可能とされている 23）。
　訓練・研修契約（労働提供以外に教育目的が取り込まれていることがこの契約の特徴で
ある）は、実際に労働提供する代わりに教育訓練を行うという、おそらく周知の手
段によって構成されている。このような「労働提供に代わる教育訓練」の概念を用
いることで、労働と教育訓練の連関が明白であることを示し、この様式によって労
働契約の性質を帯びて、実際に労働提供するほかに、労働時間の一部に無報酬の理
論教育が行われる。この契約を締結した労働者には、政府が一般的に定める職業別
最低賃金（労働時間による比例）を下回らない範囲で、労働協約（従業員代表と事業主
との間での取り決め）によって報酬が定められることになる。
　この契約を締結し得る労働者は、雇用のための職業訓練制度または有資格者実習
契約を締結し得るか否かを決定するための教育制度の職業資格を欠いている者であ
る。なお、こうした職業訓練を修了する者もこの契約を締結することができる。
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　この契約は16歳を超えて25歳未満の労働者を対象としているが、例外が2つあ
る。ひとつは、障害のある労働者または社会的排除を受けている者と契約を締結す
る場合には25歳未満までという上限年齢の制限は課せられないことである。もうひ
とつは、現下の深刻な失業状況を鑑みたものであり、失業水準が15％を下回るまで
の暫定的な措置として30歳未満の資格を有しない者とこの種の契約を締結すること
ができるということである。
　契約の継続最低期間は1年であり、最長3年である（改革以前は2年）24）。
　契約期間が満了した場合には、労働者は当該契約を締結した同一の企業だけでな
く、異なる企業との間でも同一の様式の契約を締結することができないとされてい
る。ただし、新たな契約を締結するに際して訓練が行われる場合に、それが異なる
資格の取得を目的とするものである場合は除かれる。要するに、2012年改革による
当該契約の変更により、若者は上限年齢に達するまでの間いつでもこの契約を締結
し得る可能性が拡大したということである 25）。
　もっとも、教育訓練契約が若者参加のメカニズムとしては必ずしも成功していな
いことが立証されたために、これまで何度も雇用に明確に焦点を合わせた目的を有
する新たな改革の対象とされてきている 26）。
　このことは要するに、教育訓練契約に何らの修正や変更を伴わないことが評価さ
れるような改革はあり得ないことを意味している。もっとも、最近の改正において
は、ほとんど修正が加えられなかったことは確かである。一方で、同一企業で締結
された訓練・研修契約で得られた職業資格を保護する目的で、実習契約の締結を禁
止することが解除されることになった（労働者憲章法11条1項 C 号は、2013年法律第11
号最終規定第2によって改正された）。この目的は明白であり、すなわち、労働者が企
業での就労を継続するための訓練契約の連鎖を確保しようとするものである。しか
し、その雇用が不安定なものであることとの関係において、こうした契約の可能性
については再検討される余地があろう。
　他方、人材派遣会社の規制に関する法律（1994年6月1日法律第14号）（Lay 14／
1994, de 1 de junio, por la que se regulan las empresas de trabajo temporal）27）が、人材
派遣会社（ETT）において訓練・研修契約の締結が可能となるために改正された
（2013年法律第11号最終規定第3）。人材派遣に関する契約の範囲内に特別制度を適合
させるやり方は様々であるが、こうした改正は間違いなくこの契約様式の射程範囲
を拡大するという考え方に応じたものである。このやり方に対する疑問点は、立法
者がこの方針での実効性を意図しているにもかかわらず、派遣元企業で訓練を受け
る労働者の訓練を保証し得るかという点である。この問題に関しては、2013年法律
第11号最終規定第5によって新たに6条 bis の追加また2012年11月8日政令第1529
号20条1項「訓練・研修契約」の改正を通じて規定されているが、実習契約のチュ
ーター等の役割や義務を負わせることは困難である。派遣元企業が理論教育を実施
する要件を満たしていれば許可されるが、しかしいかなる場合においても、派遣元
企業が責務を負うことは制限されている。この一方で、派遣先企業はチューター等
の役割を担うことができるとされている。必然的にこのことは、理論と実習の両方
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で実施される適切な教育訓練の展開に影響を及ぼすことになるであろう。改めて、
二重の不安定な現象が生じる労働者、すなわち、人材派遣から生じる三者関係の中
での不安定な契約を締結している労働者の参加を確かなものにするために、訓練の
重みが再検討されなければならないであろう。
　派遣元企業による訓練・研修契約の利用を強化することを終了させるため、2013
年法律第11号最終規定第4は、2012年法律第3号3条2項で規制されている契約を
期間の定めのない契約に変更させることに対するインセンティブを拡大してい
る 28）。
　若者の訓練契約の利用を拡大させる意図があるので、立法者は、最近の法改正で
も人材派遣会社を通じての訓練契約の可能性を広げている。これにより、例えば2
年間の最大期間が満了した後、派遣先企業においてインセンティブを通じて期間の
定めのない契約の締結を促進させようとしている。
　この場合に意図されていることは、若者が（人材派遣会社を通じて）雇用にアクセ
スし得る新たな機会を得るということである。このためには、期間の定めのない契
約を締結する企業に対する利点を考慮することにより、雇用市場の中により安定的
に統合される方法が模索されなければならない。この意味において、労働者憲章法
11条1項が定める限度（学業を終えてから実習契約を締結し得る期間の上限は5年）が、
30歳未満（障がい者は35歳）のために暫定的に取り払われた（スペインの失業率が15％
以下になるまで）。この措置は、若者が学業を終えた後に数年間仕事を見つけられな
いでいるという現実に応じるものである。こうした現象は、若者の間ではかなり頻
繁に生じていることである。若者の雇用を促進させること、すなわち、彼らの最初
の仕事へのアクセスを容易にする対策を講じることは、スペイン国家の新たな責務
であるということができるであろう。
3． 1 ．新たな形態の契約を通じての経済的インセンティブ
　立法者は、雇用創出のための唯一の現実的なやり方は企業に対して経済的利益を
付与することであると提案している 29）。この経済的利益については、2013年法律第
11号の一般的な目標の中に掲げられている。この法律が唯一対象としているのは、
失業中の若者である。
　一方で、実習契約を通じて30歳未満の若者と契約を締結する企業または独立事業
者（trabajadores autónomos）には、契約有効期間中の労働者の一般的な事故のため
の社会保障事業主負担分の50％（実労働に従事していない実習の場合には75％。2013年
法律第11号13条）を削減される権利が付与される。この契約の利用を高めるための
追加的な措置として、労働者憲章法11条1項で定められている学業期間終了から5
年以上が経過していても契約の締結が可能とされている。このやり方によれば、若
い労働者がその学業水準に適した最初の就労を経験し得る可能性を高めることにな
るであろう。このインセンティブは、唯一、不安定な状態を安定的な雇用に転化さ
せることに対して付与されると理解されるものである 30）。
　他方で、インセンティブを受けるための新たな形態の契約が創設されている。そ
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れは、訓練と連結したパートタイム契約（el contrato a tiempo parcial con vinculación 
formativa）である。この契約の主たる特徴は、以下のように要約し得る。
　1）互換性または6か月前に実施される必要性。公共雇用サービスによって証明
される訓練活動。年最低90時間の言語または情報およびコミュニケーションの技術
の訓練。ただし、この契約自体は、インセンティブと参加を正当化するための単な
る口実（pretexto）と理解し得るものであって、ゆえに最も重要な特徴は、労働ポ
ストとの何らかの関係を保持するものではないという点である。
　2）契約を締結し得る労働者は一定の特徴を有する（30歳未満）。法律では、就労
経験がないこと（3か月未満）。他部門の活動から生じること。契約前18か月におい
て失業者として一定期間登録されていること。義務的中等教育（ESO：Educación 
Secundaria Obligatoria）や職業訓練（FP：Formación Prosfesional）といった基礎的な
訓練を欠いていることといった、4つの異なる可能性（それぞれ独立した可能性）に
よる労働者の範囲が想定されている。一般的に、就労経験のない、または他部門か
らの資格を有しない労働者とみなされる。
　3）期間の定めのある契約でも一時的なものでも可能。最長労働時間は、フルタ
イム労働者の50％。
　こうした特徴が見られ、そして雇用維持の義務を履行する企業には、一般的な危
険に対する社会保障事業主負担分が削減される。その割引率は、従業員規模に応じ
て75─100％。
　このような教育訓練の提供を内容としている契約とは離れて、参加を促すための
別のやり方も取り入れられている。そのやり方とは、失業率が労働力人口の15％以
下になるまで持続されるというものであり、これは若者の失業率が異常に高くなっ
ていることで正当化されている。法律には、①小規模（零細）企業での契約、②若
者企業家精神の新プロジェクト、③若者の最初の就業の3つの選択について規定さ
れている 31）。この点、若者の契約に比重を置くとすれば、上記②の選択は取り入れ
るべきではない。なぜなら、このプロジェクトが主眼としていることは、若者の起
業を後押しして、45歳以上の中高年の雇用を刺激しようとするものだからである。
上記①の選択に関しては、社会保障負担分の割引を通じて、従業員数9名以下の企
業による30歳未満の若者との期間の定めのない契約締結を助成することが規定され
ている。この選択肢の有用性は、スペインの企業組織の大部分を占めているのが小
規模企業であることから、要するに多くの企業で利用可能なことである。こうした
措置を通じて、小規模企業でも安定的な雇用を刺激することになる。
　最後に、若者の最初の仕事とは別に「場所」が保持される。この場合において、
就労経験のないまたはその経験が3か月未満である30歳未満の若者に対して、一時
的な雇用のために要求される正当な「原因」32）なしにそれを締結することを容易に
する（この一時的な雇用に関しては、労働者憲章法15条1項 b 号「臨時契約（contrato 
eventual）」33）に規定されている）。この契約を締結する場合には、臨時契約を締結す
るにあたって、最低3か月、フルタイムまたはパートタイムのどちらの形態でも可
能（ただし、後者の場合には比較可能な労働者の労働時間の最低75％）、一定のインセン
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ティブ（社会保障事業主負担分について、男性または女性の労働者それぞれについて年間
500または700ユーロ）が予定されている。このやり方は低コストでの参加を促すこと
を意味している。このやり方は不安定な臨時契約を労働者憲章法が定める「原因」
を必要とすることなく締結し得るとするものであり、労働契約法15条3項に違反す
る可能性が議論される余地があると思われる。
4．要約と結論
　スペインで2008年から吹き荒れている現下の危機的な経済は、平和な時代である
はずの現代において最も深刻な状況を生み出している。この状況が世界的な規模で
の広がりを見せているとはいえ、2013年第1四半期の労働力人口調査の失業データ
が示しているように、スペインでは特に深刻な状況がはっきりと現れている。具体
的には、失業率が労働力人口の27 .16％に達しており、実に620万人が失業したとさ
れ、また若者だけで見れば57 .22％に達していると報告された。このデータは、市
民戦争（guerra civil）の時期を除けば、近時のスペインにおける最悪の雇用崩壊を
推定させるものである。このような深刻なダメージによって一般的に最も懸念され
ることは、特に若者の雇用不安が深刻になっており、彼らの多くがスペイン国内で
仕事を見つけ出すことができず、国外に出て行かなければならない状態におかれて
いることである。
　さらに、この危機は、スペインで過去に経験したことのない失業水準に達した並
外れた経済拡張期に続いて生じたということで特徴づけられる。しかしながら、そ
うした拡張期の経済を支えていたモデルは非常に脆いものであり、かつ投機的な動
きや信用状況に大きく影響されるものであった。さらに言えば、経済拡張期から抜
け出てしまい景気後退の状態に陥ったとき、その当時の経済モデルは、投機と信用
状況に密接に結びついた経済活動に支えられていたものであったことが明白になっ
た。こうした状況下においては、建設やサービスといった大量の労働力を生じさせ
る部門が活発に展開されるが、いったん不景気となれば、低技能でかつ将来的に他
の職業部門に吸収されにくい労働者たちの雇用が壊滅的な状態に追いやられたので
ある。この状況下において、スペインの「経済ブーム（boom económico）」期におい
て、「高い資格が就業の可能性を高める（a mayor cualificación mayor posibilidad de 
encontrar empleo）」という論理が通用しなくなったために、伝統的な社会ピラミッ
ド（pirámide social）が逆さまになっている（このことは欧州連合でも広く見られる現象
である）。それに加えて、教育訓練を受けていない若者の失業率をどのように低下
させるかも大きな問題である（この問題には、就業を放棄した者の対策も含まれる）。し
かしながら現実には、景気後退期に建設やサービスの各種部門で提供される雇用
は、条件の悪い一時的（臨時的）なものであることがはっきりと現れている。しか
し、そうした業務に従事する者たちの経歴は、その他の領域での彼らの就労への可
能性が著しく制限されることを示していた。こうしたすべての影響が、先述した失
業の数字に表れている（特に、資格がない若者に特に影響を及ぼしている突出した失業の
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数字に表れている）34）。
　このため、公権力は2つの基本的メカニズムからの解決を企図している。ひとつ
は若者を労働市場に参加させるための職業資格に関する有益な手段となる職業教育
に関する法規制であり、もうひとつは企業にインセンティブを与える経済対策を通
じてのものである。換言すれば、まさに労働法と雇用法の相互作用を通じての解決
ということである 35）。このような企図は、新たな雇用の鉱脈（yacimientos）を創出
しかつ経済を発展させることを可能にするような、知識と情報を基盤とした新たな
制度を導入するという目的を有するものである。
　この文脈から、厳密に労働法の範囲（法的インセンティブの範囲）において、改め
て教育訓練契約の視点が取り上げられている（従前の内容を改善する意図のものであ
る）。もっとも、その活用に関しては、スペインの立法者は雇用促進のための政策
目標に委ねられるとしており、実際には極めて具体的な集団、すなわち「若者」に
向けられている（一般的には教育訓練を受けられる年齢に比重が置かれるが、今日ではそ
れに代わって労働市場へのアクセスに比重が置かれている）。このやり方によって、弱者
とされる集団の一部を労働市場に参加させることを容易にするという欧州雇用戦略
の目標のひとつを達成させようとしているのである。
　教育訓練契約とともに、このような特定集団の契約締結を促進させるための企業
に対する経済的インセンティブ（財政的インセンティブ、助成金、または社会保障負担
分の削減）は、スペインの立法者が、企業が若者との契約締結に魅力を感じるようす
るために雇用法のより特殊な概念からの活用を意図した別の基本的な手段である。
　しかし大きな問題は、スペインの立法者が往々にして若者の参加を容易にするこ
とと、彼らを不安定にすることを混同しているのではないかと思えることから生じ
ている。こうした基本的な手段を講じたことが、犠牲（precio）はあったにせよ、
一定の状況を変化させ雇用を創出させたことは確かである。しかしながら、その犠
牲は非常に大きなものであったといえよう。なぜなら、労働関係の質が低下し得る
だけでなく、こうしたやり方を講じることで伝統的な労働法の姿に戻ることが困
難、換言すれば、今日のスペイン労働法整備の最初の段階から労働者のために確立
してきた保障の引き下げが容易に行われることになるからである。これまでの一連
の労働改革は労働関係柔軟化の推進が目的とされている（特に最近の2010年と2012年
の2つの改革はそうした目的が明確に示されている例である）。柔軟化の推進は、他面で
は労働条件の引き下げと不安定さを助長することにもつながり、また労働者権の保
障の引き下げは、資本の流れを順調にしかつ経済危機を克服させる消費を促すとい
う視点からは、これをその時期に行うことが適切であったかかは慎重に判断される
必要がある。
　スペインの場合には、とりわけ劇的に多くの雇用が失われた。なぜなら、異常な
高失業率を背景として仕事のローテーションが困難となる状況であったからであ
る。このような状況は、しかもスペインでは経済危機の結果として一時的に悪化し
たということではなく、これが社会悪（mal endémico）、すなわち、構造的な問題と
なっているのである。そうすると、現下の労働者の状況と将来展望を改善させる唯
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一のやり方は、一定の労働条件と安定した雇用を保証することである。このやり方
を通じて、自信を回復させ、消費に大きく影響を及ぼす経済的な流動化を促進させ
ることにつながるのであり、換言すれば、経済自体を再活性化させるということで
ある。立法者が安定的な雇用の強化を主張することには理由があるが、しかし往々
にして混乱または矛盾したやり方が取られ、そうしたやり方が短期雇用を容易にす
るものになっているのである。
　スペインが最も喫緊の目標とすべきことは若者の失業率を低下させることであ
る。もっとも、この目標を掲げることは、構造改革と長期計画を掲げる政府の主張
と衝突する可能性がある。なぜなら、そうした目標を前面に押し出すことは、その
他の世代に多くの犠牲を強いることになり、将来的な保証という点ではかなり脆弱
な基盤を定めるということになるからである。こうした矛盾する施策についての証
拠は、政府が雇用創出の熱意をもって2014年に制定したばかりの政令法第3号にも
うかがえる。この政令法では、若者または中高年その他一切の労働者と期間の定め
のない契約を締結する企業の社会的費用の大幅な削減が内容とされている。しかし
他方で、若者のためのインセンティブも従来どおり維持されている。しかし、こう
した措置は同時に達成できることではなく、その間で衝突するものである。こうし
た施策を実施する過程で、これらのインセンティブが最終的にあらゆる労働者の契
約に適用されるということは、（欧州連合が主張しているように）失業に対抗する優先
性があるとされる集団の契約締結を強化することが実際には困難になるからであ
る。こうしたやり方の下ではスペインの失業率の低下が顕在化するにはいまだかな
りの時間を要するのではないかと危惧されるが、まさに現下の若者の失業率の推移
がそれを物語っているといえるかもしれない。
注
＊ 　フランシスコ・ビラ・ティエルノ（FRANCISCO VILA TIERNO）：マラガ大学教授
（労働法、社会保障法）（Profesor Titular de Derecho del Trabajo y de la Seguridad 
Social, Universidad de Málaga）。アンダルシア自治州高等裁判所判事（Magistrado s. 
del TSJA）
1） 　この作品を完成させる作業において、若者の雇用に関する総合的な調査に関してマニ
ュエル・マイラル・ヒメネス（Manuel Mairal Jiménez）教授の協力を得たことを、記
して感謝申し上げたい。
2） 　スペイン2013年国家改革プログラムに関する欧州理事会2013年5月29日勧告（la 
Recomendación del 29 de mayo de 2013 del Consejo de la UE relativa al Programa 
Nacional de Reforma de 2013 de España）において、2012─2016年スペイン安定化プロ
グラム（el Programa de Estabilidad de España para 2012─2016）に関する理事会の見
解が述べられている（COM (2013) 359 final-29 . 5 . 2013）。その要点を概略すれば以下の
とおりである。労働市場の状況は危機的であり続けている。特別な関心の的になってい
るのは、56％に達している若者の突出した失業率であり、また2012年後期に報告された
失業率全体における44 .4％が長期失業であることである。資格を取得する教育訓練を受
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けていない失業者が大きな割合を占めている（35％）。労働市場での教育と訓練の不適
合は、若者の失業率と長期失業の割合を増加させている。
3） 　 こ の 事 項 に 関 す る 詳 し い 研 究 に つ い て は、 以 下 の 文 献 を 参 照。TRIGUERO 
MARTÍNEZ, L.A. “Política jurídica de acceso al empleo de los jóvenes y su 
instrumentación normativa”. Revista Doctrinal Aranzadi Social núm. 3/2013 (Doctrina). 
Editorial Aranzadi, SA, Pamplona. 2013 (Versión on line BIB\2013\1246).
4） 　MOLINA NAVARRETE, C., “Del Derecho del Trabajo al Derecho Social del 
Empleo: ¿un ordenamiento de crisis o de renovación”, en VV.AA., Empleo y Mercado 
de Trabajo: nuevas demandas, nuevas políticas, nuevos derechos, CARL, Sevilla, 2005, 
pgs. 11 y ss. 
5） 　この点については、以下の文献を参照。BARBERO, E y MOLINA CHUECA, J.A. “El 
desempleo juvenil en Europa y España”. Acciones e investigaciones sociales, ISSN 
1132-192X, Nº 21, 2005, págs. 146 y 147.
6） 　Ibídem.
7） 　欧州連合の雇用政策の推移の中での主要な目標を総点検すれば、以下の文書に着目す
ることが重要である。ローマ条約（Tratado de Roma）（1957年）2条には、雇用およ
び社会的保護を高い水準で実現することは重要目標として掲げられていなかった。換言
すれば、欧州経済共同体（Comunidad Económica Europea）の創設者たちにとって、
社会・雇用政策は優先事項に挙げられていなかったということである。マーストリヒト
条約（Tratado de Maastricht）（1992年）では、その新たに規定された2条において、
当時の欧州共同体（Comunidad Europea）の使命ないし目標として、高水準での雇用
および社会的保護を促進させることを目指すことが明記された（ALONSO SOTO, F., 
“La Europa social después de Maastricht”, Documentación Social, nº. 91, pg. 114）。し
かし、「社会的欧州（Europa Social）」の概念を取り入れ、欧州連合の経済政策の範囲
内における雇用の重要性を具体化しつつ、現在の欧州の雇用政策の基礎を確立したのは、
アムステルダム条約（Tratado de Amsterdam）（1997年）である。この条約は、加盟
国が雇用を「共通の関心事項とし、その行動を調整する」（欧州連合条約2、3条）と
することを定め、そして雇用に関する条項を創設している。これらの条項では、加盟国
および欧州連合が、欧州連合条約2条等に規定された目的を達成する視点から、雇用
（特に労働力の強化や経済状況の変化に対応し得る労働市場の強化）に関する調整され
た戦略を展開させることに努め、また同時に欧州連合が加盟各国との協力の下に高水準
の雇用の実現に寄与することが明記されている（特に125条、126条2項、127条等を参
照）。まさに、欧州雇用戦略（Estrategia Europea del Empleo）（1997年）は、アムス
テルダム条約の中のこうした新たな雇用条項に基づくものである。この戦略は、ルクセ
ンブルク欧州首脳会議（Cumbre Europea de Luxemburgo）（1997年）で構想され、カ
ルディフ欧州首脳会議（Cumbres Europeas de Cardiff）（1998年）等で具体化され、さ
らにリスボンでの欧州理事会（2000年）で強化されたことから、リスボン戦略
（Estrategia de Lisboa）とも称されている。この戦略は、加盟各国の社会・雇用政策を
調整するとともに、特に若者の就労可能性に対する助成を通じて、1997─2002年までの
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5年間における加盟各国の間での失業を引き下げることを目的とするものであり、欧州
連合の各種指令に基づいて加盟各国の国内政策で具体的に実施された。
8） 　リスボンで構想された方針は、2001年の3月と6月のそれぞれストックホルムとゲー
テブルクで開催された欧州理事会でも、多少のニュアンスの違いはあるものの大筋で維
持された。この内容については、例えば、VILA TIERNO, F. “El contrato para la 
formación en el trabajo”, Aranzadi, 2008を参照。
9） 　これは、2005年2月2日の欧州理事会コミュニケーション（成長と雇用のための共同
作業を内容とし、リスボン戦略を再確認したもの）を通じて実施され、経済と雇用の分
野での一般的な性格の指導を伴う新たな3か年計画が具体化された。その指導は、加盟
各国に対して、それぞれの国内事情に応じて、リスボン戦略に関する国家プログラムを
作成することを認めていた。この計画の2008年での見直しについては、2007年12月11日
の欧州議会、欧州理事会、欧州経済社会委員会、地域委員会に対する欧州委員会コミュ
ニケーション「2008─2010年のリスボン戦略に関する共同体プログラムに関する提案」
（la Comunicación de la Comisión al Parlamento Europeo, al Consejo, al Comité 
Económico y Social Europeo y al Comité de las Regiones de 11 de diciembre de 2007, 
titulada: “Propuesta relativa al Programa Comunitario de Lisboa 2008─2010”）を通じ
て、欧州委員会が決定した。この「提案」では、2005─2008年の段階で学んだことを適
用することが提案され、欧州連合における成長と雇用を指向した目標などが確認され
た。
10） 　2011年12月20日の欧州議会、欧州理事会、欧州経済社会委員会、地域委員会に対する
欧州委員会コミュニケーション。
11） 　若者の労働力人口のための以下の活動が提案されている。欧州社会基金（FSE：
Fondo Social Europeo）の利用：教育と雇用の分野に7,900ユーロが支出される。学校か
ら仕事への移行過程を改善すること：訓練や実習を通じての教育と職業訓練の連関を強
化することが不可欠である。労働市場における若者の移動の支援：欧州委員会は、労働
市場における若者の移動と効率を促進させるために、エラスムス・プログラム
（programa Erasmus）の成功に着想を得ようとしている。
12） 　欧州連合の若年者雇用に関する施策は、この年（2013年）の他の活動とともにより具
体的なものとなっている。
① Dictamen del Comité Económico y Social Europeo sobre el tema “Creación de 
empleo a través del aprendizaje profesional y la formación profesional permanente: el 
papel de las empresas en la  educación en la UE”, aprobado en el pleno celebrado los 
días 20 y 21 de marzo de 2013.
② Dictamen del Comité Económico y Social Europeo sobre la Comunicación de la 
Comisión Europea  al Parlamento Europeo, al Consejo, al Comité Económico y Social 
Europeo y al Comité de las Regiones “Promover el empleo juvenil”, aprobado en el 
pleno celebrado los días 20 y 21 de marzo de 2013.
③ Dictamen del Comité de las Regiones sobre “Paquete de medidas sobre el empleo 
juvenil”, aprobado en el pleno de 30 de mayo de 2013.
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④ Comunicación de la comisión al parlamento europeo, al consejo, al consejo europeo, 
al comité económico y social europeo y al comité de las regiones “Trabajar juntos por 
los jóvenes europeos un llamamiento a la acción contra el desempleo juvenil”, de fecha 
19 de junio de 2013.
⑤ Recomendación del consejo de 9 de julio de 2013 relativa al Programa Nacional de 
Reformas de 2013 de España y por la que se emite un dictamen del Consejo sobre el 
Programa de Estabilidad de España para 2012─2016.
13） 　Resolución de 28 de agosto de 2013, de la Secretaría de Estado de Empleo, por la 
que se publica el Acuerdo del Consejo de Ministros de 2 de agosto de 2013, por el que 
se aprueba el Plan Anual de Política de Empleo para 2013 (BOE núm. 217, de fecha 
10/09/2013).
14） 　Acordadas con las Comunidades Autónomas en el seno de la Conferencia Sectorial 
de Empleo y Asuntos Laborales de 11 de abril de 2013.
15） 　その他のものを認識していないということではなく、若者の雇用に関する訓練および
インセンティブに特に関係しているものを選出している。 
16） 　Apartado II de la E.M. Ley 11/2013.
17） 　すでに本文で示したスペイン2013年改革国家プログラムに関する欧州理事会2013年5
月29日勧告（この勧告により、2012─2016年スペイン安定化プログラムに関する欧州理
事会報告）は、以下のように述べている。「2013─2016年若者企業家精神雇用戦略」に
明記された若者の失業に対抗する対策を適用し、また、例えば若者保証を通じてそうし
た対策の実効性を継続していくこと。労働市場のための教育と訓練の連関性を強化する
ための作業を継続すること」。
18） 　若者の契約の締結を刺激する手段を通じて、若者の失業を引き下げることを新たに意
図するものである。この詳細について、例えば、MORENO GENÉ, J. “Los estímulos a 
la contratación laboral de los jóvenes en el Real Decreto-Ley 4/2013”, RTSS, CEF, 
núm. 364, pág. 49を参照。
19） 　2013年6月13─15日にルーマニアのシビウで開催された国際会議「現代世界の立法、
司法、行政改革（Las reformas legislativas, judiciales y administrativas en el mundo 
contemporáneo）」においての報告書、MAIRAL JIMÉNEZ, M. y VILA TIERNO, F. 
“La reforma laboral de 2012 en España” を参照。
20） 　制度の全体概要については、VILA TIERNO, F. “La reforma laboral 2012”. Soka 
Hogaku. The Soka Law review, vol. 42, núm. 3, March 2012, Tokyo, Japan.（フランシ
スコ・ビラ・ティエルノ「スペイン2012年労働改革」『創価法学』第42巻第3号、2012
年3月）を参照。
21） 　VILA TIERNO, F. “La transizione scuola lavoro, i contratti formativi e lo stage in 
Spagna”, Bérgamo (Italia), 28 de febrero de 2014.
22） 　訓練期間に関しては、職業訓練の一般的枠組みの中で設定されるとともに、教育に関
する法律で規定されている。実習に関しては大学側でも考慮されている。各大学は、企
業との間で「教育協同プログラム（Programas de Cooperación Educativa）」を取り決
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めることができる。このプログラムの目的は、学生が学業の継続と両立可能であり、か
つ訓練を受けた履歴を単位として計算し得る実習を企業において行えることとされてお
り、学期の半分を超えない期間で、学業と企業での活動に従事し得ることを確保するた
めに作成される。学生たちは、チューターの指導の下で、企業が定める予定表に基づく
作業を遂行し、そして彼らには、この作業が決して「労働」としての性格のものではな
い に も か か わ ら ず、 経 済 的 補 償 を 受 け る 権 利（derecho a una compensación 
económica）が与えられる。大学側に関する規制は、2011年11月18日政令第1701号に基
づくものである（この政令は、2013年5月21日の最高裁判決で「無効」とされた）。
23） 　例えば、ある労働者が弁護士になる法的資格を保持しているが職を得ることができな
い場合、配管工事の仕事を学ぶために補助者としての訓練または研修を受けるための契
約を締結することが可能である。この場合、その彼が有する資格は、彼が契約して提供
する仕事の内容となんら関係がないからである。
24） 　もっとも、労働協約によって、いかなる場合においても最大期間が6か月を下回らず
かつ3年を超えることなしに、企業の組織上または生産上の必要性に応じて、様々な期
間での契約を締結することができる。
25） 　同一の企業または別の企業にかかわらず、新たな契約が従前のものとは異なる職業グ
ループに属する労働ポストのために締結されるときには可能である。ただし、当該契約
に相当する労働ポストが、その労働者によって同一の企業において12か月を超えて遂行
された経験がない場合に限られ、その期間を超えている場合には禁止とされている。
26） 　この点の詳細については、VILA TIERNO, F.: “El contrato para la formación en el 
trabajo”, Aranzadi. Cuadernos Aranzadi Social, Navarra, 2008. De manera más 
reciente y atendiendo a la última regulación del contrato para la formación: MORENO 
GENÉ, J. “El contrato para la formación y el aprendizaje: un nuevo intento de fomento 
del empleo juvenil mediante la cualificación Profesional de los jóvenes en régimen de 
alternancia”, Temas Laborales, núm. 116/2012, págs. 36, 42 y 43を参照。また、
SELMA PENALVA, A. “¿Cómo ha quedado el contrato para la formación tras las 
últimas reformas?”, RTSS, CEF, núm. 365-366, págs. 195 y ss. も参考となる。
27） 　人材派遣の原則的な規制のあり方は日本の制度と同じである。この契約以外で労働者
を他の事業主の事業所等で同一のやり方で就労させることは認められない。
28） 　経済的インセンティブの全体的な状況については、ROJAS, P. y TENA, P. “Nuevas 
bonificaciones para el fomento de la contratación juvenil”. Actualidad Jurídica 
Aranzadi núm. 861/2013 (Comentario). Editorial Aranzadi, SA, Pamplona. 2013 
(versión on line BIB/2013/772) を参照。
29） 　失業率が15％を下回らない間は維持される（2013年法律第11号経過規定）。
30） 　2012年法律第3号7条には、実習、交替、代替契約を期間の定めのない契約に変更す
ることによる社会保障の事業主負担分の割引について定められている。その割引額は事
業主負担分の41 .67ユーロ／月（500ユーロ／年）であり、女性労働者である場合には
58 .33ユーロ／月（700ユーロ／年）である。
31） 　2013年法律第11号14条を参照。
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32） 　スペインの法令では、契約は、一時的なものであることが正当化される原因が存在し
ない限り、期間の定めのない（正規の）ものでなければならないとされている。しかし、
「実習」においては締結される契約の90％が期間の定めのある（有期の）契約である。
33） 　企業における活動、販売、生産などが一時的に（永続的でない）増加し、その期間が
6か月以内（一定の場合には延長可能）である場合に利用し得る契約。この期間は企業
の必要性から正当性が判断される。
34） 　注2）を参照。
35） 　この点については、NAVARRO NIETO, F. Y COSTA REYES, A. “Introducción 
crítica al marco jurídico de las políticas de empleo en España” Revista Doctorinal 
Aranzadi Social, núm. 9/2013, (Doctrina). Editorial Aranzadi, SA, Pamplona. 2013 
(versión on line BIB/2013/15) を参照。
